
重要な債務負担行為
契約締結後、翌年度以降に履行となる重要な債務負担行為の額は、以下のとおりであります。

（単位：千円）

件 名 契 約 金 額 22年度以降
支払予定額

次世代重粒子線がん治療装置用高エネルギービーム輸
送ライン電磁石

176¶190 176¶190

ビームハンドリング制御盤 133¶350

合 計 309¶540

133¶350

309¶540

附 属 明 細 書
１ 固定資産の取得及び処分並びに減価償却費（「第86特定の償却資産の減価に係る会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）並びに減損損失累計額の明細 （単位：千円）

資 産 の 種 類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期末残高
減 価 償 却 累 計 額 減 損 損 失 累 計 額

差引当期末残高 摘要
当 期 償 却 額 当期減損損失額

建 物 1¶231¶089 307¶509 1¶554 1¶537¶044 338¶281 76¶114 ` ` 1¶198¶762

構 築 物 213¶222 3¶434 ` 216¶657 30¶559 8¶953 ` ` 186¶098

機 械 装 置 10¶553¶098 79¶285 72¶966 10¶559¶416 8¶390¶886 565¶695 ` ` 2¶168¶530

有 形 固 定 資 産
（償却費損益内）

医療用器械備品 2¶284¶376 94¶026 14¶877 2¶363¶524 1¶533¶187 271¶361 23¶229 ` 807¶108

車 両 運 搬 具 91¶986 549 ` 92¶535 80¶980 1¶545 ` ` 11¶554

工 具 器 具 備 品 15¶299¶233 739¶585 490¶125 15¶548¶693 11¶681¶546 1¶194¶658 ` ` 3¶867¶146

その他の有形固定
資産

23¶006 ` ` 23¶006 5¶517 2¶300 ` ` 17¶489

計 29¶696¶012 1¶224¶390 579¶523 30¶340¶879 22¶060¶960 2¶120¶629 23¶229 ` 8¶256¶689

建 物 30¶421¶554 4¶049¶723 1¶548 34¶469¶729 17¶071¶358 1¶272¶397 57¶552 57¶552 17¶340¶818

構 築 物 847¶432 43¶245 ` 890¶677 563¶742 39¶008 1¶169 1¶169 325¶765

機 械 装 置 733¶973 878¶430 ` 1¶612¶403 212¶034 42¶854 ` ` 1¶400¶368

医療用器械備品 2¶560 ` ` 2¶560 2¶304 ` ` ` 256
有 形 固 定 資 産
（償却費損益外） 車 両 運 搬 具 ` ` ` ` ` ` ` ` `

工 具 器 具 備 品 299¶963 36¶519 ` 336¶482 259¶984 4¶034 ` ` 76¶498

その他の有形固定
資産

23¶606 ` 55 23¶551 18¶633 473 ` ` 4¶918

計 32¶329¶090 5¶007¶917 1¶603 37¶335¶404 18¶128¶057 1¶358¶767 58¶722 58¶722 19¶148¶624

非 償 却 資 産
土 地 8¶771¶311 ` ` 8¶771¶311 ` ` ` ` 8¶771¶311

建 設 仮 勘 定 1¶172¶871 4¶509¶621 5¶165¶157 517¶335 ` `
`

` 517¶335

建 物 31¶652¶643 4¶357¶232 3¶102 36¶006¶773 17¶409¶640 1¶348¶512 57¶552 57¶552 18¶539¶580

構 築 物 1¶060¶655 46¶680 ` 1¶107¶335 594¶302 47¶961 1¶169 1¶169 511¶863

機 械 装 置 11¶287¶071 957¶715 72¶966 12¶171¶819 8¶602¶921 608¶549 ` ` 3¶568¶898

医療用器械備品 2¶286¶936 94¶026 14¶877 2¶366¶085 1¶535¶491 271¶361 23¶229 ` 807¶364
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重要な後発事象
該当事項はありません。

その他独立行政法人の状況を適切に開示するために必要な会計情報
独立行政法人整理合理化計画
平成19年12月24日閣議決定「独立行政法人整理合理化計画」において、独立行政法人の見直し
に関し講ずべき横断的措置のほか、当法人において講ずべき措置として、「組織の見直し」のうち
の「支部・事業所等の見直し」に「茨城県等の地元の了解を得た上で那珂湊支所を廃止する」旨
が定められております。
また、「独立行政法人整理合理化計画」の実施については、当該計画において、「原則として平成

22年度末までに措置する」こととされております。
これらに基づき、当法人では所要の措置を講じております。
なお、「独立行政法人整理合理化計画」は、平成21年12月25日閣議決定の「独立行政法人の抜本
的見直しについて」により、既に措置している事項を除き、当面凍結し、独立行政法人の抜本的
な見直しの一環として再検討することとされております。
また、別途各府省の判断により、「独立行政法人整理合理化計画」に定められた事項について取
組を進めることを妨げないともされております。
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